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はじめに 

平成３９年度(２０２７年度)を目標年次とする第４次豊中市総合計画に掲げた将来像      

「みらい創造都市 とよなか～明日
あ し た

がもっと楽しみなまち～」の実現をめざし、平成３０年度 

(２０１８年度)から平成３４年度(２０２２年度)までの５年間を計画期間とする前期基本計画実

施計画を策定しました。 

この実施計画では、前期基本計画で取り組む１７施策とともに、各施策の事業のうち、特に重点

的かつ総合的に取り組む事業を「リーディングプロジェクト」と位置付けています。 

今後は、この実施計画を基に計画立案→業務執行→事務事業評価・政策評価というマネジメント

システムにより点検・見直しを図りながら、総合計画の将来像の実現に向け、着実に施策を推進し

ていきます。 

本計画は、実績や環境の変化等を踏まえ、新規・拡充事業を中心に時点修正したものです。 

平成３０年（２０１８年）１１月 

豊 中 市 
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実施計画の概要 
（１）実施計画策定の目的 

第４次豊中市総合計画前期基本計画に基づく施策を展開するにあたり、その事業の計画的かつ効果的な執行を図るために策定するも

のです。 

 

（２）実施計画の役割 

    実施計画は、前期基本計画で示した施策を実現するための事業の年次計画について明らかにします。 

 

（３）計画の期間 

    計画の期間は５年間とします。 
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（４）実施計画の構成 

実施計画は、「１．体系別計画」と「２．資料編」から構成します。 

 

１．体系別計画 

前期基本計画に掲げた１７施策にそって、それぞれの事業を掲載しています。 

  

 【総合計画の構成と期間】                    

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．資料編 

それぞれの行政分野において策定されている分野別計画を掲載しています。  
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（５）第４次豊中市総合計画前期基本計画の施策体系 
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（６）計画の進め方 

   基本構想の「まちの将来像の実現に向けた基本的考え方」のもと、各施策の連携を図りながら計画を進めます。また、成果重視の行政運営

を進めるとともに、施策の説明責任を図るために、各施策における取組みにおいて、統計データやアンケート結果などの客観的な指標を活用

し、施策の進捗状況を管理します。 
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１．２０１９年度に新たに取り組む事業 
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１．２０１９年度に新たに取り組む事業 

体系 事業名 内容 
スケジュール 

担当部・課 
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 

1-1-（2） 
北部一時保

育事業 

就学前児童の保育需要が増大する中、待機児童ゼロを維持する

とともに、北部地域において依然としてニーズの高い一時預か

り保育を実施+、子育ての不安・負担感の軽減を図ります。 

 実施 → → 
実施・

完了 

こども未来部・

こども事業課 

1-2-（2） 

（仮称）新・

第 2 学校給

食センター

施設運営管

理 

老朽化した原田学校給食センターに替り、最新の衛生管理基準

に適合した（仮称）新・第二学校給食センターを建設し、学校

給食の調理並びに食器・食缶の洗浄・消毒保管を行い、対象小

学校に配送します。 

 実施 → → → 
教育委員会・学

校給食課 

1-2-（2） 
小学校 35 人

学級の推進 

小学校 3年生から 6年生の学級編制を順次 35人学級とし、児童

一人ひとりに対するきめ細かな指導体制を各学校で構築し、指

導体制の充実を図ります。 

 検討 実施 → → 
教育委員会・教

職員課 

1-3- (2) 

児童発達支

援センター

施設運営 

市域の中核施設である児童発達支援センターにおいて、関係機

関と連携し、障害の種別に関わりない生涯にわたる支援の充実

を図ります。 

 実施 → → → 
こども未来部・

こども相談課 

1-3- (2) 

児童発達支

援事業等民

間委託 

委託先の民間事業者とのパートナーシップのもと、幅広い視点

で児童発達支援事業の資源の拡充や発達支援に関わる取組みを

進め、市域全体の療育の質の向上及び発達支援の充実を図りま

す。 

 実施 → → → 
こども未来部・

こども相談課 
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体系 事業名 内容 
スケジュール 

担当部・課 
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 

2-2-（3） 

脳卒中ケア

ユ ニ ッ ト

（SCU）の整

備 

死亡率の低下、入院期間の短縮、自宅への退院率の増加、早期

回復による日常生活能力や生活の質の向上を図ることで急性期

拠点病院としての役割を強化するために、脳卒中急性期の患者

を集中的に治療する専門病床への環境整備を行います。 

 実施 → → → 
市立豊中病院・

総務企画課 

2-4-（1） 

（仮称）豊中

市強靭化地

域計画の策

定 

「国土強靭化基本計画」と「大阪府強靭化地域計画」の調和を

図りながら、大規模自然災害等において起きてはならない最悪

の事態」を回避し、より適切に対応するため、（仮称）豊中市強

靭化地域計画を策定します。 

 検討 
実施・

完了 
  

政策企画部・企

画調整課 

3-1-（2） 

（仮称）豊中

市都市農業

振興基本計

画の策定 

都市農業振興基本法に基づく地方計画を策定し、都市農地の保

全・活用に努めます。 
 

実施・

完了 
   

都市活力部・産

業振興課 

4-3-（1） 
中央図書館

構想の策定 

中央図書館機能を持った図書館を核とした施設配置について、

図書館協議会、市民参加の学習会の開催等により広く意見を求

め、それらを参考にしながら中央館構想を策定します。 

 検討 
実施・

完了 
  

教育委員会・読

書振興課 

5-2-（1） 

非構造部材

の耐震化事

業の推進 

非構造部材の中でも、建築基準法施行令の改正により新基準に

従い脱落防止対策が義務付けられた、特定天井（地震等で重大

な被害を招くリスクが大きい天井）に該当するものについて、

順次、耐震補強を実施します。 

 実施 → → → 
資産活用部・施

設活用課 
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２．２０１９年度に市民サービスが拡充する事業 
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２．２０１９年度に市民サービスが拡充する事業 

体系 事業名 内容 
スケジュール 

担当部・課 
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 

1-1-（2） 
子ども医療

費助成事業 

中学生修了までの子どもを対象に、各種医療保険の自己負担額

から一部自己負担額を除く医療費を助成します。 

＜2019年度拡充＞ 

2019年度中に対象を高校生まで拡大します。 

実施 → → → → 
こども未来部・

子育て給付課 

1-1-（3） 

子育て支援

センターほ

っぺ事業 

就学前の子育て支援について市域全体を統括する中核的な施設

として、子どもの視点に立った子ども施策の企画調整、子育ち・

子育て情報の受発信や相談、子育て講座、地域の子育てを支援

する人材の育成等を行い、さまざまな子育ち・子育て支援活動

をサポートします。 

＜2019年度拡充＞ 

あゆみ学園跡地 2階を活用し、親子の交流ひろばを開設します。 

実施 → → → → 
こども未来部・

こども相談課 

1-2-（1） 

私立幼稚園

保護者補助

金 

私立幼稚園の就園にかかる保護者の負担を軽減し、幼児教育の

振興を図るため、市民税所得割額に応じて保護者補助金を支給

します。 

＜2019年度拡充＞ 

2019 年 10 月からの幼児教育の無償化の実施に伴い、幼児一人

当たりの補助額を拡充します。 

実施 → → → → 
こども未来部・

子育て給付課 

1-2-（1） 

私立認定こ

ども園等給

付 

私立認定こども園等の施設に対し、給付を行います。 

＜2019年度拡充＞ 

2019年 10月から幼児教育の無償化を実施します。 

実施 → → → → 
こども未来部・

こども事業課 



10 

 

体系 事業名 内容 
スケジュール 

担当部・課 
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 

1-2-（2） 
英語・外国語

教育の推進 

外国人英語指導助手を小・中学校に派遣し、英語学習等の指導

を行うとともに、英語教育コアスクールを指定し、中学校教員

が小学校で教科指導を行い、外国語活動（英語学習）の指導方

法や評価等の研究実践を行います。 

＜2019年度拡充＞ 

外国人英語指導助手の派遣期間延長及び派遣数の増員を行いま

す。 

実施 → → → → 
教育委員会・学

校教育課 

1-2-（2） 

スクールソ

ーシャルワ

ーカー活用

事業 

小･中学校へのスクールソーシャルワーカー(SSW)の派遣を進め

ます｡児童生徒が抱える課題の背景を見立て､校内委員会や校内

ケース会議等で支援計画を提案します｡複数の目で子どもを見

守る指導体制づくりをめざし､児童生徒が抱える諸課題の解決

を進めます｡ 

＜2019年度拡充＞ 

派遣数の増員及び派遣回数の増加を実施します｡ 

実施 → → → → 
教育委員会・児

童生徒課 

1-2-（2） 

教育情報化

推進事業（小

学校管理費） 

 

新学習指導要領実施に向けて、児童生徒に「わかった」「できた」

をより実感させる授業づくりを進め、ＩＣＴを効果的に活用し

た授業改善を推進します。 

＜2019年度拡充＞ 

校務支援システムの本格的運用を実施します。また、タブレッ

トＰＣを各校追加配備します。 

実施 → → → → 
教育委員会・教

育センター 
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体系 事業名 内容 
スケジュール 

担当部・課 
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 

1-2-（2） 

教育情報化

推進事業（中

学校管理費） 

新学習指導要領実施に向けて、児童生徒に「わかった」「できた」

をより実感させる授業づくりを進め、ＩＣＴを効果的に活用し

た授業改善を推進します。 

＜2019年度拡充＞ 

校務支援システムの本格的運用を実施します。また、タブレッ

トＰＣを各校追加配備します。 

実施 → → → → 
教育委員会・教

育センター 

2-1-（1） 

地域福祉計

画推進事業

（健康福祉

審議会） 

第 3 期地域福祉計画に基づき事業を推進し、健康福祉条例第 8

条に基づき、健康福祉審議会で進捗を管理するとともに、第 4

期計画を策定します。 

＜2019年度拡充＞ 

第 4 期地域福祉計画に基づき、子どもや高齢者などさまざまな

世代の人が交流できる場をつくるなど、新たな互助・共助の仕

組みづくりを行い、地域共生社会の推進に取り組みます。 

実施 → → → → 
健康福祉部・地

域福祉課 

2-1-（2） 

成年後見制

度利用促進

事業 

市民後見人の養成、受任調整、市民後見人バンク登録者・受任

者のサポート、及び成年後見制度の啓発を行います。 

＜2019年度拡充＞ 

中核機関の設置など、成年後見制度利用促進計画を推進します。 

実施 → → → → 
健康福祉部・地

域福祉課 
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体系 事業名 内容 
スケジュール 

担当部・課 
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 

2-2-（1） 
健康政策の

推進 

全世代を通じた健康づくり計画の周知、計画に基づく取り組み

の推進を行います。 

「健康づくり計画中間見直し（平成 30年 3月策定）」に基づき、

健康寿命の延伸と健康格差の縮小など市民の健康増進活動をす

すめます。 

＜2019年度拡充＞ 

「ソーシャル・インパクト・ボンド」を活用した禁煙支援を実

施します。 

実施 → → → → 
健康福祉部・保

健所保健医療課 

2-2-（1） 
精神保健事

業 

精神保健に関する知識の普及、精神疾患・障害の早期発見･早期

治療の促進ならびに精神障害者の社会復帰支援等を図るととも

に地域のメンタルヘルスの向上に取り組みます。 

＜2019年度拡充＞ 

精神疾患の未治療者・医療中断者等に対して多職種からなるア

ウトリーチチームによる受療支援を行います。 

実施 → → → → 
健康福祉部・保

健所保健予防課 

2-2-（1） 

難病患者療

養生活支援

事業 

難病患者等に対する療養生活相談（訪問・面接・電話等）の実

施や講演会等の開催、関係機関との連携により在宅生活を支援

する体制づくりを行います。 

＜2019年度拡充＞ 

多様なニーズを持つ指定難病患者が適切な療養生活が送られる

ように、小児慢性特定疾病からの切れ目のない支援や、多職種

における専門的な個別支援を充実します。また、在宅人工呼吸

器使用者の災害時における支援体制を構築するとともに、地域

における難病の理解促進を図ることにより、難病患者における

地域包括ケアシステムの構築を推進します。 

実施 → → → → 
健康福祉部・保

健所保健予防課 
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体系 事業名 内容 
スケジュール 

担当部・課 
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 

2-2-（3） 

薬局等の許

可届出・監視

指導・機能強

化 

薬局、店舗販売業、高度管理医療機器販売業、毒物劇物販売業、

衛生検査所等の許可に係る申請や届出の受理及び監視指導等を

行います。医薬品の正しい使い方やセルフメディケーションの

普及啓発として、出前講座、市民向けおくすり講座やキャンペ

ーンを開催します。また、医療における血液確保のため、献血

の市民啓発を行います。 

＜2019年度拡充＞ 

薬局をデジタルサイネージ等を利用して健康・福祉等の情報を

発信する「健康情報拠点薬局」とし、交流やつながり、新たな

互助の担い手を創出する場・機会とします。 

実施 → → → → 
健康福祉部・保

健所保健医療課 

2-4-（1） 
自主防災体

制推進事業 

自主防災組織の結成や、小学校区単位での自主防災活動を推進

するとともに、セミナー・出前講座などの啓発事業を実施しま

す。 

＜2019年度拡充＞ 

防災アドバイザー登録制度を創設し、気象や災害対策に関して

専門的な知識・スキルを有する人材や、被災地支援の経験を有

する人材等を登録し、自主防災組織等の求めに応じて登録した

防災アドバイザーを地域に派遣します。 

実施 → → → → 危機管理課 

3-2-（1） 

地球温暖化

防止地域計

画の推進 

第 2 次豊中市地球温暖化防止地域計画に基づき、市民・事業者

に向けた省エネ活動の普及啓発や省エネ機器更新の支援、再生

可能エネルギーの導入などを進め、市域の温室効果ガスの排出

抑制を推進します。 

＜2019年度拡充＞ 

「地方と連携した地球温暖化対策活動推進事業」を活用し、普

及啓発活動「COOLCHOICE」（クールチョイス）を進めます。 

実施 → → → → 
環境部・環境政

策課 
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体系 事業名 内容 
スケジュール 

担当部・課 
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 

3-3-（1） 
耐震補助事

業 

昭和 56年 5月 31 日以前に建築基準法第 6条第 1項の規定によ

る建築主事の確認を受けて建築された住宅又は特定建築物の耐

震診断並びに木造住宅の耐震設計、耐震改修、除却の費用に対

して一部を補助します。 

＜2019年度拡充＞ 

分譲マンションの耐震設計及び耐震改修の補助制度を創設しま

す。 

実施 → → → → 
都市計画推進

部・建築審査課 

3-3-（2） 

道路台帳シ

ステムの運

用 

現在、道路台帳管理システムを円滑に運用・管理するため、シ

ステムのベースとなるＧＩＳデータや道路台帳データの入力更

新やシステムの保守及び基準点や境界点の設置・保全を行って

います。今回、本システムを活用し、道路台帳平面図等の提供

やインターネットによる地図情報の公開に加えて、来庁者の待

ち時間を短縮するなど、更なる市民サービスの向上を図ります。 

＜2019年度拡充＞ 

窓口端末にて公開している地図情報について、課金機を搭載し

た窓口システムの構築を行い、来庁者の待ち時間の短縮や、公

開する情報量の拡充を図ります。 

 

実施 → → → → 
都市基盤部・道

路管理課 
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体系 事業名 内容 
スケジュール 

担当部・課 
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 

3-4-（1） 

大阪国際空

港周辺地区

整備事業 

航空機騒音による障害を防止する土地利用を行うことにより、

空港と調和する地域整備をめざしてきましたが、周辺の状況が

大きく変化していることから、現状の把握と課題の抽出を行い

ます。 

＜2019年度拡充＞ 

都市計画緑地における緩衝緑地整備事業や「大阪国際空港周辺

地区整備計画」のあり方を検討するため、専門業者への業務委

託により、「大阪国際空港周辺地区整備計画」に基づく整備状況

の把握や課題の抽出等を行います。 

検討 → → → → 
都市活力部・空

港課 

3-5-（1） 
産業振興事

業 

産業振興に関する施策の総合的な推進を図ります。 

市の産業振興全体の方向性を定めた「（仮称）新・産業ビジョン」

の策定に取り組むほか、産業振興審議会において、産業振興に

おける重要事項について調査審議していただきます。 

＜2019年度拡充＞ 

産業振興全体の目標設定や体系化を含めた「（仮称）新・産業ビ

ジョン」の策定に着手します。 

 実施 → → → 
都市活力部・産

業振興課 

4-2-（1） 
文化行政推

進事業 

文化芸術推進プラン（改訂版）に基づく施策の推進、事業の企

画立案、調査研究等を行います。また、文化芸術創造都市等と

の連携を図るとともに、さまざまな事業を展開します。 

 

＜2019年度拡充＞ 

市民の自主的な文化芸術活動を推進するため、助成制度をスタ

ートさせます。 

実施 → → → → 
都市活力部・文

化芸術課 
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体系 事業名 内容 
スケジュール 

担当部・課 
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 

4-3-（2） 
食育関連事

業 

食育基本法に基づく第 3 期豊中市食育推進計画の実現に向けて

取り組みます。 

＜2019年度拡充＞ 

「（仮称）減塩のお店ガイドブック（南部版）」を作成します。 

実施 → → → → 
健康福祉部・保

健所保健医療課 

5-2-（1） 
行政改革の

推進 

政策推進上の課題や資源配分の考え方を示した『行財政運営方

針』の策定や、業務 DBを活用した人的資源投入量の見える化、

事務事業の見直し、業務改善や仕事の進め方の見直しなど、行

財政改革に係る取組みについて総合調整、しくみづくり及びそ

の進行管理を行います。 

＜2019年度拡充＞ 

RPA などの先進的な技術の導入により、作業時間の短縮など業

務の効率化を図ります。また、トップマネジメントにより経営

に関わる方針等を審議するため、経営的視点による（仮称）経

営改革会議を設置します。 

実施 → → → → 
総務部・行政総

務課 

5-2-（1） 

寄附による

まちづくり

推進事業 

寄附やふるさと納税制度を広く普及させるため、ホームページ

の更新やパンフレットの発行、報告書の作成などの広報活動や、

寄附募集の促進策の検討などを行います。 

＜2019年度拡充＞ 

市の PRに繋がる返礼品を設定し、さらなる寄附金収入の拡大を

めざします。 

実施 → → → → 財務部・財政課 
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